
7 1

【浅口市地域福祉計画】

　「福祉」という言葉には、「しあわせ」という意味があります。「地域福祉」
という表現には、浅口市民一人ひとりがしあわせを感じることのできる地域
をみんなでつくっていこうという意味が込められています。
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なぜ計画が必要なの？ 地域の課題ってなに？
　私たちの暮らしは、豊かになってきましたが、個人のライフスタイル（※）は多様化しています。
また、人口減少や少子高齢化に伴う、地域社会の変容により様々な課題が複雑多様化してきました。
　しかし、ボランティアやＮＰＯなどの活動が活発化し、社会福祉を通じた新たなコミュニティ（※）

形成の動きも現れてきています。
　こうしたことから、地域住民すべてで支える社会福祉に変わっていくために、地域住民の自発的、
積極的な行動が重要であり、その理解と参画の必要性について各方面で啓発されています。
　本市においては、「自助」「共助」「公助」を基本的な考え方とする地域福祉計画を策定し、地域
福祉推進のための仕組みづくりと、相談支援体制等や必要とされるサービスの基盤整備を行って
いきます。

みなさんの意見を反映

計画の期間は？

●市民アンケートの実施
市民の皆様の「地域福祉」に関するご意見を今後の計画づくりに反映するため、アンケートを
実施しました。

●市民ワールドカフェ（※）の実施
「いつまでも住み続けられる地域づくり作成会議」として、2 つのテーマを設け、浅口市健康福
祉センターにおいて実施しました。
① テーマ　「地域の普段見えていない困りごとの見える化」（11月 19日）
② テーマ　「困りごとの解決策」（12月５日）

市民アンケート、市民ワールドカフェの結果は
この地域福祉計画に生かされます。

　浅口市地域福祉計画の計画期間は、2019 年度（平成 31 年度）から 2024 年度までの６か年と
します。ただし、社会経済情勢や大きな制度の改正に柔軟に対応できるよう、必要に応じて見直
しを行います。

（平成 31 年度）
2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度

見直し

■計画の期間

※ライフスタイル：ある社会においての成員が共通して成り立っているような生活の送り方のこと。
※コミュニティ：人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、及びその人々の集団。地域社会。共同体。
※ワールドカフェ：カフェで会話するように、リラックスして語り合う会議。

地域福祉をめぐる主要な課題1
（１）

（２） 

（３）

（４）

住民一人ひとりが抱える福祉・医療・健康に対するニーズが、複合化・多様化しています。

核家族化をはじめ、ひとり暮らしや高齢者のみの世帯が増加していますが、地域福祉の
担い手となる世代は減少しています。

課題に対応できる地域共生社会の実現2
　地域住民が自分らしく活躍できる地域コミュニティの育成と、公的な福祉サービス等協働
して助けあいながら暮らすことのできる「地域共生社会」の実現に向けての支援と体制整備
を進め、地域づくりは「我が事」として考え地域住民が主体的に取り組める仕組みを作って
いきます。

高齢化や核家族化の進行により、社会的に孤立する人や世帯が増加しているため、様々
な問題があり、地域における見守りや支えあいをはじめ、社会的孤立を防止する取り組
みがますます重要となります。

経済の構造的な変化等により生活困窮者が増加しています。
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ふれあい 支えあい いつまでも安心して暮らせるまちふれあい 支えあい いつまでも安心して暮らせるまちふれあい 支えあい いつまでも安心して暮らせるまち基本理念

　①防災ネットワークの構築　　②避難行動要支援者対策　　③避難行動要支援者への理解
　④地域住民の防災意識の向上　　⑤避難場所等の周知　　⑥公共施設等の耐震化

　①日常生活自立支援事業の普及促進　　②成年後見制度の周知　③虐待防止ネットワークの確立
　④相談体制の充実

　①見守り・援助活動の推進　　②認知症対策の充実　　③生活困窮者への支援
　④親子の居場所づくりの充実　⑤発達障がい児の支援体制づくり

※ユニバーサルデザイン：誰もが使いやすいデザイン。

コミュニティの強化とボランティアの
育成等地域で支えあう仕組みづくり

基本目標

「支えあいのまち」づくり

みんなに暮らしやすい、誰もが生き生
きとした生活を送ることができるまち
づくり

基本目標
「人に優しいまち」づくり

市民一人ひとりの思いやり行動とみん
なで支えあう安心のまちづくり

「安心のまち」づくり

　①地域コミュニティの活性化と自助意識や共助意識の高揚　　②家庭での福祉教育
　③福祉教育の推進　　④ボランティア協力校の指定　　⑤地域福祉に関する学習機会の促進

　①ボランティア団体やＮＰＯ団体等の活動支援　　②ボランティア活動・ＮＰＯ活動の啓発
　③ボランティアの資質向上　　④青少年のボランティア活動への参加促進
　⑤民生委員・児童委員、福祉委員などの活動充実　　⑥当事者団体等の設立及び育成支援
　⑦団体間の円滑な連携　　⑧活動場所の提供等の支援　　⑨地域に応じた地域福祉活動

　①地域課題が解決できる組織体制の構築　　②社会福祉協議会との連携
　③住民活動団体の活動支援

　①相談への迅速かつ的確な対応　　②相談体制の充実
　③障害に関する相談　　④乳幼児の子育てに関する相談　　⑤介護に関する相談
　⑥発達障がい児の早期発見、早期支援　　⑦社会福祉協議会、社会福祉法人・事業者等の相談体制の充実
　⑧各種相談員の資質向上　　⑨民生委員・児童委員の資質向上

　①市民のニーズに対応した丁寧な広報活動　　②効果的な情報提供
　③ワンストップの窓口整備　　④情報の取扱いのルール化

　①在宅福祉サービスの充実　　②地域密着型サービスの充実
　③サービス事業所情報の発信　　④サービス事業者の事業参入の促進

　①ユニバーサルデザイン（※）の視点の導入　　②公共施設や道路のバリアフリー化
　③民間施設のバリアフリー化　　④公共交通の検討　　⑤高齢者等の移動手段の確保

　①健康意識の向上　　②受診勧奨の促進　　③食育や健康スポーツ活動の支援
　④日常生活の自立促進　　⑤「かかりつけ医」の推奨

（1）地域福祉の意識向上

（2）担い手の育成

（1） 相談体制の充実

（2）情報提供の充実

（3）福祉サービスの充実

（4）福祉基盤の充実

健康づくり・
介護予防の充実

（1）緊急時の支援の充実

（2）権利擁護の推進

安全・安心な地域
づくり

地域福祉関係機関・
団体との連携の強化
と交流の促進

（3）

（5）

（3） 

基本目標

2

1

3
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今後はどう進めるの？

　本計画を推進するためには、市民や関
係機関等に周知することが大切です。
　市民一人ひとりの福祉への関心の有無
に関わらず、必要な情報の取得と正しい
知識や行動がとれるよう効果的な情報発
信を行っていきます。

　計画を推進していくために実施状況の点検
や評価を行い、必要に応じて取組内容の見直
しを行います。
　本計画は地域の多様なニーズに幅広く対応
するため各関係機関と連携し、又庁内関係部
署と連携を図りながら各施策の進捗状況を把
握し施策を推進していきます。
　さらに、本計画の実施状況に係る情報は、
市の広報紙やホームページ等、様々な媒体を
活用してひろく市民に周知していきます。

  計 画 の 広 報   計画の点検・評価2 3

　計画に基づく施策を推進していくため関係機関が連携し、一体となって、総合的、長期的な
視点から各目標に取り組み、協力・協働して活動を推進していきます。

■「自助」「共助」「公助」と地域福祉の関係

（１）

（２） 

（３）

（４）

社会福祉協議会の役割

地域住民の役割
　地域住民一人ひとりが、福祉に対する意識や認識を高め、自らボランティアなどの社会活動に
積極的かつ主体的に参加し、目標に向かって取り組んでいくことが求められています。

　本計画と連携した地域福祉活動計画が策定されており、さらに密接な連携を図らなければなり
ません。今後更に地域に密着した活動を行い、「共助」のための福祉組織づくりを推進し、地域
力の向上に協力して取り組みます。

　行政には市民の福祉の向上を目指して福祉施策を総合的に推進する「公助」としての責務があ
り、関係機関と連携・協力して市民ニーズの把握と地域の特性に配慮した施策の推進に努め、さ
らに様々な支援や情報提供の充実に努めていきます。

　幅広い社会福祉の専門機能を有することから、福祉サービスの拠点としての役割を期待します。

行政の役割

社会福祉法人の役割

（５）
　地域福祉活動の担い手となることを期待します。
民生委員・児童委員の役割

自　　助 共　　　　助 公　　助

地域住民と行政の相互協力（協働）の領域
個人・家庭・地域住民
の主体的な活動で対応
できる

家
庭
・
地
域
の

生
活
課
題

福祉計画個別 3計画

行政施設として行う
（自助努力で適わないもの）

・子ども・子育て支援事業計画
・高齢者保健福祉計画
・障害者計画

地域ぐるみの福祉活動

暮らしのニーズ
（日常的な生活課題）

地域ぐるみの福祉活動への支援

  協働体制の確立1


